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論　　説

動画画像圧縮技術の標準特許とライセンス

　抄　録　動画画像圧縮技術の標準特許に関するライセンスの分野では，MPEG2パテントプールの
成功以降，パテントプールが利用されてきた。しかしながら，MPEG2の後継規格であるHEVCでは
パテントプールが乱立する等の弊害が生じており，ライセンスが必ずしも適切に進んでいない。この
ような問題を解消すべく新たな動画画像圧縮技術であるAV1が開発され，これをロイヤリティーフ
リーで展開することが試みられているが，この動きに対抗して，近時AV1に対するパテントプールが
形成されるという事態が生じており，AV1も特許問題を解消できてはいない。パテントプールの形成
について混乱が生じているのは動画画像圧縮技術の分野に限られず，現在パテントプールが適切に機
能しているとは言い難い。標準特許に関するライセンス交渉を促進するために様々な試みがなされて
いるが，現時点で決定打になるようなものはなく，動画画像圧縮技術の標準特許に関わる企業は困難
な事態に直面している。
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1 ．	はじめに

本稿では動画画像圧縮技術の標準特許とライ
センスの分野について，MPEG2パテントプー
ル形成から現在に至るまでの歴史や現在生じて

いる問題等を対象とする。
動画画像圧縮技術の標準特許に関するライセ
ンスの分野では，MPEG2パテントプールが成
功して以降，パテントプールによる特許問題の
解決が行われてきた。しかしながら，HEVCの
標準化後，パテントプールが乱立するなど，パ
テントプールによるライセンスが行き詰まりを
見せている。
このようなHEVCの問題を背景として，Web
系，映像系の大手企業が新たな動画画像圧縮技
術であるAV1を開発し，これをロイヤリティー
フリーで展開しようとする新たな動きを進めて
いる。ただこの試みによってもやはり特許問題
が解消されてはいない。
本稿では，筆者が複数のパテントプールの必
須特許判定業務を行う過程で，見聞きした企業
の担当者の方々の問題意識等を踏まえ，現在動
画画像圧縮技術の標準特許の分野で生じている
問題について論じる。
＊  弁護士　Eiichiro HINO
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2 ．	パテントプールとは

パテントプールとは，ある製品を製造するた
めに複数の権利者の特許が必要な場合に，必要
な特許を１か所に集め，これを包括的にライセ
ンスする仕組みを指す。公的には，「ある技術
に権利を有する複数の者が，それぞれが有する
権利又は当該権利についてライセンスをする権
利を一定の企業体や組織体･･･に集中し，当該
企業体や組織体を通じてパテントプールの構成
員等が必要なライセンスを受けるものをいう。」
と定義されている（知的財産の利用に関する独
占禁止法上の指針第3－2－（1）－ア）。
パテントプールは19世紀にはすでに存在して
いたとされ，現在でも医薬，パチンコ等の分野
で存在するが，影響が大きいものとしては，国
際標準規格に関連して形成されるものが挙げら
れる。
技術が高度化，複雑化した結果，様々な要素
技術を集積しなければ商品を製造できない技術
分野が登場するようになり，このような技術分
野では，国際的に標準化がされる動きが顕著に
なっている。標準化された技術を利用しようと
すると，その標準化に利用される標準特許を必
然的に用いなければならない。
しかしながら，国際標準規格に用いられる特
許の権利者は多数に及ぶことも多く，また，標
準化技術には多くのライセンシーが存在するこ
とが想定されるため，ライセンサーとライセン
シーが個々に契約を締結しようとすると膨大な
手間がかかる。
このような問題に鑑み，必要な特許をパテン
トプールとして１か所にまとめ，ライセンシー
に対してワンストップで必要な特許をライセン
スし，特許権者とライセンシーの相互の負担を
軽減しようとするのがパテントプールの発想で
ある。パテントプールは，必要な特許が１つの
パテントプールに集積し，かつ，特許権者もラ

イセンシーも納得できるようなライセンス料が
設定されることが前提であれば，合理的に標準
特許のライセンスの問題を解消することができ
る仕組みといえる。

3 ．	動画画像圧縮技術とパテントプール

パテントプールの成功例としてよく挙げられ
るのは動画画像圧縮技術として標準化された
MPEG2のパテントプールである。MPEG2のパ
テントプールは，多くの特許権者とライセン
シーを集め，商業的な成功を収めた。その後，
MPEG2の後継規格である，MPEG4，AVCに
おいてもパテントプールが形成され，ライセン
スが行われた。
このように動画画像圧縮技術の分野ではパテ
ントプールが有効に機能していたが，MPEG2
の後継規格であるHEVCの標準化に当たって，
特許権者同士の合意ができず，３つのパテント
プールが形成されるという事態が生じた。さら
にパテントプールに参加をせずにライセンス活
動を行う企業や，独自にライセンス活動を行っ
ていない一方でパテントプールにも参加しない
特許権者が現れるようになった。
このように，ワンストップでのライセンスが
困難になった結果，標準の使用のためにライセ
ンス料が積み重なって高額になる。いわゆるロ
イヤリティースタッキング問題が生じている。
また，ライセンス活動を行っていないものの権
利を保有している企業群の今後の動向次第で
は，実施者側のリスクが高まることになる。
さらにHEVCのパテントプールにおいては，
複数のプールに参加する権利者が現れ，このよ
うな権利者の特許のライセンスをどのように取
り扱うべきかという問題も生じた。
このようにHEVCの標準特許のライセンスは
深刻な問題に直面している。
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4 ．	AV1の開発と問題点について

4．1　AV1の開発

HEVCで生じた問題の打開策として，ウェブ
系，映像系の事業者を中心にAlliance for Open 
Media（AOM）が設立され，新たな動画画像
圧縮技術として AOMedia Video 1（AV1）が
開発された。
AV1はロイヤリティーフリーを志向している
という点で，HEVCとは根本的に思想が異なっ
ている。

4．2　AV1のライセンス条項について

（1）AV1の代表的ライセンス条項
AV1のライセンス条件としては，オープン
ソースソフトウェア（OSS）のライセンスであ
るBSD 2 -Clause LicenseとAlliance for Open 
Media Patent License 1.0１）（AOMライセンス）
が採用されている２）。AOMライセンス1.1条で
は，以下のとおり，ライセンスフリーでのライ
センスが規定されている。
“1.1. Patent License.
Subject to the terms and conditions of this 
License, each Licensor, on behalf of itself and 
successors in interest and assigns, grants 
Licensee a non -sublicensable, perpetual, 
worldwide, non -exclusive, no -charge, royalty -
free, irrevocable （except as expressly stated 
in this License） patent license to its Necessary 
Claims to make, use, sell, offer for sale, import 
or distribute any Implementation.“
そしてAOMライセンス1.2.1条は，以下のと

おり，ライセンスを受けるための条件として，
ライセンシーが保有する必須特許をAOMライ
センスの条件の下で実施許諾することを規定し
ている。
“1.2.1. Availability.

As a condition to the grant of rights to Licens-
ee to make, sell, offer for sale, import or dis-
tribute an Implementation under Section 1.1, 
Licensee must make its Necessary Claims 
available under this License, and must repro-
duce this License with any Implementation as 
follows:（以下略）”
これによって，AV1のライセンスを受けよう
とする者は，ライセンスフリーで他社に保有す
る必須特許の許諾をしなければならないことに
なる。
また，重要な条項としては以下に引用する
AOMライセンス1.3条が存在し，AV1の実施品
に対して，権利行使をした者に対してライセン
サーがAV1のライセンスを解除することができ
ることが定められている。
“1.3. Defensive Termination.
If any Licensee, its Affiliates, or its agents ini-
tiates patent litigation or files, maintains, or 
voluntarily participates in a lawsuit against 
another entity or any person asserting that 
any Implementation infringes Necessary 
Claims, any patent licenses granted under this 
License directly to the Licensee are immedi-
ately terminated as of the date of the initiation 
of action unless 1） that suit was in response to 
a corresponding suit regarding an Implemen-
tation first brought against an initiating entity, 
or 2） that suit was brought to enforce the 
terms of this License （including intervention 
in a third -party action by a Licensee）.”
このように，AOMライセンスではAV1のラ
イセンシーに対して，第三者に対して保有する
特許を無償でライセンス許諾させることをライ
センスの条件とするとともに，第三者に対して
権利行使をしたライセンシーに対して実施許諾
を取り消すことができるとすることで，特許に
関する問題を低減している。以上の枠組みが守
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られる限りは，実施者側からすれば少なくとも
AV1を実施する必要がある事業者からの権利行
使を気にせず事業を展開することができる。

（2）独占禁止法上の論点について
AOMライセンスの1.3条は，ライセンシーの

権利行使を制限するものであり，独占禁止法の
問題が生じうる。
ここで，知的財産の利用に関する独占禁止法

上の指針第 4 -5 -（6）「非係争義務」は，「ライ
センサーがライセンシーに対し，ライセンシー
が所有し，又は取得することとなる全部又は一
部の権利をライセンサー又はライセンサーの指
定する事業者に対して行使しない義務（注17）
を課す行為は，ライセンサーの技術市場若しく
は製品市場における有力な地位を強化すること
につながること，又はライセンシーの権利行使
が制限されることによってライセンシーの研究
開発意欲を損ない，新たな技術の開発を阻害す
ることにより，公正競争阻害性を有する場合に
は，不公正な取引方法に該当する（一般指定第
12項）。」と規定している。AOMライセンスの
ようなライセンスが一般的になれば，新たな動
画画像圧縮技術を開発する研究開発意欲が減衰
される可能性は否定できないものの，現時点で
競争を減殺する効果が出ていると確定的に判断
することはできないであろうから，現時点で
AOMライセンスが直ちに「公正競争阻害性」
を有するとは言い切れないと思われる。
また標準化に伴うパテントプールの形成等に

関する独占禁止法上の考え方第3 -3 -（5）は，「規
格に係る特許についてパテントプールを通じて
ライセンスする際に，ライセンシーに対して，
ライセンシーが有し又は取得することとなる全
部又は一部の特許等について他のライセンシー
に対して権利行使しないよう義務付けること
（非係争義務（注16））は，実質的に，多数の特
許が当該プールに集積されることとなるため，

当該規格に関連する市場に占める当該プールの
有力な地位が強化される又はライセンシーの有
する代替特許の間の競争が制限されるなど，技
術市場における競争が実質的に制限されるおそ
れがある。（私的独占，不当な取引制限）」とす
る一方で，「他方，当該規格に係る必須特許を
ライセンシーが有し又は取得する場合もあり得
るところ，制限の態様が，必須特許（注17）に
限り当該プールに非独占的にライセンスするこ
とを義務付けるものであり，ほかに自由な利用
を制限するものではなく，ライセンス料の分配
方法等で他のプール参加者に比べて不当に差別
的な取扱いを課すものでないと評価される場合
は，通常は独占禁止法上問題となるものではな
い。」としている。AOMライセンスの方式は，
ライセンシーに，一律に必須特許のライセンス
を要求するものであることからすれば，上記ガ
イドラインに即して考えれば，私的独占，不当
な取引制限に該当する可能性は高くはないと考
えられる。
なお，例えば，MPEG2のパテントプールライ

センスプログラムでも，ライセンシーがMPEG2
の必須特許を保有する場合は，（1）MPEG2パ
テントプールに参加するか，パテントプールに
おける必須特許の１件当たりの実施料率を基準
とした実施料率でライセンサーにグラントバッ
クしなければならないことや，（2）ライセンシー
が自己の保有するMPEG2の関連特許を（非必
須特許）をライセンサーに行使した場合には，
行使を受けたライセンサーがそのライセンシー
に対して，自己の必須特許のライセンスを解除
することができることが定められており，ライ
センスのための条件としてライセンシーに一定
の制約が課されている３）。このような条項が存
在しないと，ライセンスをした特許権者が，ラ
イセンシーからの権利行使から無防備な状態と
なる。合理的な価格でライセンスを受けたライ
センシーがその状態を維持しつつ，ライセンサー
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に対して権利行使ができるとすると，当事者間
の公平が害されるので，このような条項も許容
されてよいであろう。実際には，MPEG2のパ
テントプールライセンスプログラムでこの条項
が発動された例はないとのことではあるが，当
該条項は紛争を未然に防ぐことに寄与している
と考えられる。このように，標準特許のライセ
ンスの分野ではライセンシーの行動を一部制約
することについて一定の合理性が認められる。

4．3　AV1に対する権利行使の動き

AV1はロイヤリティーフリーを志向するもの
であるが，動画画像圧縮技術に膨大な研究開発
が行われており，AOMのメンバーのみの技術
でAV1を実施することができるとは考えられず，
必然的にAOM以外の企業の特許の利用が必要
になると考えられる。この点について，AOM
がAOMライセンス1.2条，1.3条のような枠組み
を作ることで，一定の対処をしているのは上述
の通りであるが，一方で，Sisvel社がAV1のパ
テントプールの立ち上げを宣言している。
Sisvel社は，2019年３月にAV1のライセンスを
することを発表し，ライセンサーとしては複数
の日本企業も参加している４）。また，2020年5
月には最初のライセンシーとの間でAV1に対す
るライセンスを行ったことが発表された５）。
既にSisvel社がAV1に関するライセンスを
行っていることからすれば，今後，Sisvel社が
AV1の利用者に対してライセンスの申し入れを
行っていくことが見込まれる。このような事態
はAV1がロイヤリティーフリーの規格であるこ
とを目指したAOMの理念を没却するものであ
り，今後Sisvel社とAOMが真っ向から対立す
る形となることも予想される。さらに，Sisvel
社の動向やその結果次第では，別途AV1に対し
て権利行使を試みる権利者が増え，状況がさら
に複雑になる可能性も否定できない。
このように動画画像圧縮技術の特許問題を解

決するために開発されたAV1も現在特許問題に
直面しており，動画画像圧縮技術と特許の問題
をめぐる状況は混沌としている。

5 ．	パテントプールを巡る課題

パテントプールを巡る問題で混乱が生じてい
るのは，動画画像圧縮技術の分野に限られない。
ここではなぜパテントプールを巡って混乱が生
じているのか検討をする。

5．1　パテントプールの機能不全

パテントプールは，一つの製品に必然的に多
くの特許を利用しなければならない製品のライ
センスの問題を解決するための手段として有益
なものと考えられる。他方で，近年は特許権者
間の利害調整が難しいことが指摘されている。
上述の通り，HEVCには複数のプールが形成
されたが，例えば，Blu-ray discについても，
複数のプールが形成されるという事態が生じて
いるし，そもそも，権利者同士の合意が形成で
きず，パテントプールの形成が頓挫する例もみ
られる。
現状は，単一のプールで権利者もライセン
シーにとっても合理的といえる金額によってワ
ンストップでライセンスをするという，パテン
トプールが本来理想とするような状況になって
おらず，パテントプールが正常に機能していな
いと言わざるを得ない。
筆者の経験では，実施者側の立場からは，適
切な単一のパテントプールが形成されれば，合
理的な金額，条件でライセンスが行われ，交渉
の手間が省けるため，パテントプールに期待を
する意見が多い一方で，権利者側からは上記の
ように権利者側の調整が困難となっている状況
に鑑みれば，パテントプールによって国際標準
のライセンスの問題を解決することは現実的で
はないのではないかという半ば諦めに近い意見
が聞かれることが多い。
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5．2　問題の所在

（1）権利者が増加・多様化していること
まず，技術の複雑化・高度化に伴い，国際標
準を巡る当事者が増えていることが問題の解決
を困難にしていると考えられる。権利者の数が
多ければ，その属性も多様になることは必然で
あり，そのために権利者間の調整が困難になっ
ているといえる。
従来は国際標準規格に関わる特許権者の数が
多くなく，権利者と製造者が一致することが多
い等，特許権者の属性も多様ではなかったため，
パテントプールの形成をしやすい環境にあっ
た。しかしながら，技術の高度化，複雑化，国
際化に伴い，標準規格に関わる権利者が増える
とともに，権利者の中でも，保有特許の多寡，
基本特許の保有の有無，製造の有無，製造の量
などに差が出てきており，権利者同士でもパテ
ントプールの在り方についての考え方に大きな
隔たりが出るようになった。
例えば，標準特許を多く保有し，対象となる
製品をかつては製造したものの現在は製造から
撤退した企業や，研究開発のみを行い特許が商
品といえるようなベンチャー企業であれば，高
額のライセンスを望むであろうし，他方で，標
準特許を多く保有していないものの，対象とな
る製品を多く製造・販売している企業であれば
低額のライセンスを望むことになる。
このように権利者の増加や多様化が権利者同
士の合意形成を困難にしているといえる。

（2）多国間の問題であること
権利者の増加に伴い，標準特許を保有する企
業の国籍も多様化している。
各国ごとに文化や法制度は異なるし，特許の
充足性・進歩性といった普遍的に問題となる事
項であっても，その国の産業構造次第で解釈が
変わってくる。そのような中で合意を形成する

ことが困難となってきているという声も聞こえ
てくる。
多国間の問題となると単純な法改正では問題
を解決できないという面もある。例えば，標準
特許のライセンスについて裁定実施制度を利用
することを検討してはどうかという意見もある
が，自国のみで対応をしても国際的な協調がな
ければ問題の解決にはつながらない。

（3）標準特許に関する予測可能性の低さ
実際に裁判になった場合に，差止請求権が認
められるか，どの程度の損害が認められるかと
いった点について予測可能性が低いことも合意
の形成を困難にしていると思われる。
日本においては，標準特許の差止請求権や損
害賠償請求権に関するリーディングケースとし
ていわゆるアップル・サムスン大合議事件判決
（知財高判H26.5.16）が存在する。同判決は，
FRAND宣言をしている特許権者による差止請
求権の行使については，相手方がFRAND条件
によるライセンスを受ける意思を有する者であ
ることの主張立証に成功した場合には，権利の
濫用（民法１条３項）に当たり許されないこと
を示すとともに，損害額については累積ロイヤ
リティーの上限を定め，これに必須特許を乗じ
るという方法で算出した。
上記判決は標準特許についての差止請求権，
損害賠償請求権の判断の基本的な枠組みを与え
るものではあるが，事例の蓄積が少ないため，
具体的な事例において，司法の場に出た場合に
どのような判断が下されるかを予測することは
現実的には難しい。このような状況の下では，
パテントプールのロイヤリティーについて様々
な意見が出てくることは避けがたい。

（4）特許の価値算定の困難性
そもそも特許の客観的な価値を算出すること
が困難であるという根本的な問題も存在する。
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特許の客観的な価値を算出しようとしても，
そもそも，特許については取引所のようなもの
がないので，客観的な取引価格を観念しづらい。
また，以前に譲渡された特許についてはその取
得価格をもとに価値算出をすることも考えられ
るが，譲渡時の市場の状況と，現時点の市場の
状況を比較し大きな変化がある場合は，譲渡時
の価格を用いることは実態を反映しているとは
いえない。また，そもそも譲渡時の価格が正当
に特許を評価していたのかという問題も残る。
ライセンス料などの特許の生み出すキャッ
シュフローをベースに客観的な価値を算定する
方法も考えられ，これが可能な場合はある程度
合理的な価値を算出することも可能である。し
かしながら，そもそも具体的なライセンス料収
入がなければこの方法によっては必ずしも合理
的な金額が導かれないので，これからライセン
スを広げようとする場面ではこの方法を用いに
くい。
取得に要した費用（研究開発費）に基づいて
特許の価値を把握するという考え方もありうる
が，知的財産についてはその取得のために要し
た費用とその成果物の価値は必ずしも相関しな
いため，この方法も合理的とはいいがたい。
このように，特許の客観的な価値を把握する
には中々決め手がないのが実情である。知的財
産の譲渡対価の算定においては「資産控除法」，
「ルール・オブ・サム法」，「利益三分法」，「ロ
イヤリティー免除法」を参照して評価を行い，
得られた複数の評価結果をベースに，その最大
値と最小値の間で，平均値や中央値などを参照
しつつ，最終的な評価額を決定することができ
るとする調査研究も存在するが６），これらに
よって算出される値が当事者にとって納得でき
るものかという点には疑問も残り，また，複数
の特許が事業に用いられているという状況で，
上記算定方式を用いた上で，算定したい特許の
みの価値を出すことも容易ではない。実際の日

本の裁判実務においても，上記の算定方式を用
いて，特許の価値を算出した上で，適切なロイ
ヤリティーを決定するという方法はとられてい
ない。
このように，そもそも特許の価値の把握が困
難ということが，客観的なロイヤリティーの算
出が困難であることにもつながっているといえ
る。

6 ．		標準と特許を巡る問題解決に向け
た取組

パテントプールによる解決ができないとなる
と，権利者と実施者が個別に交渉をしていかざ
るを得ない。このような標準と特許を巡っては，
ガイドの策定，新たな判定制度の運用，新たな
仲裁機関の設置といった問題解決に向けた様々
な取り組みがなされているのでこれらについて
紹介をする。

6．1　ガイドの策定

（1）ライセンス交渉手引き
特許庁は，標準特許を巡る紛争を未然に防止

し，あるいは迅速に解決する上で有用な国際的
に参照されるガイドラインを作成することを目
的として，2018年６月５日に「標準必須特許の
ライセンス交渉に関する手引き」７）（ライセンス
交渉手引き）を公表した。
ライセンス交渉手引きは，標準特許について，

ライセンス交渉の進め方，ロイヤリティーの算
定方法に関する基本的な考え方や，各国の裁判
例について網羅的に解説するものであり，これ
まで一部の企業に帰属していた知見を共有でき
る形で公開したという点で大きな意義がある。

（2）欧州コミュニケーション等
ライセンス交渉手引きに類する海外の動きと

して，欧州委員会が2017年11月29日に，Com-
munication from the Commission to the Insti-
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tutions on Setting out the EU approach to 
Standard Essential Patents８）（欧州コミュニ
ケーション）を発表している。
欧州コミュニケーションは，標準特許に関し
て，バランスがとれ，円滑かつ予測可能性が高
い枠組を提供するためのものである。欧州コ
ミュニケーションは，（1）標準必須特許に関す
る透明性の向上，（2） FRANDライセンス条件
の一般原則，（3）予測可能なエンフォースメン
ト環境，（4）オープンソースと標準といった観
点から分析を加えている。
また，2019年６月に欧州の地域標準の標準化

機関であるCEN－CENELEC（欧州標準化委員
会 -欧州電気標準化委員会）が，標準特許のラ
イセンス方針を示すPrinciples and guidance 
for licensing Standard Essential Patents in 5G 
and the Internet of Things （IoT）, including 
the Industrial Internet９）を発表している。

（3）ガイドの有用性と限界
ライセンス交渉に関する手引きや欧州コミュ

ニケーションは，これまでは一般に知られてな
かった標準特許に関するライセンスの考え方や
実務を明らかにしているという意味で非常に有
益なものであるといえる。標準特許に関するラ
イセンス交渉は，通常のライセンスとは異なる
部分も含み，権利者と実施者との間で議論が噛
み合いにくい面があったが，ライセンス交渉に
関する手引きや欧州コミュニケーションによっ
て客観的な議論の状況が明らかになり，議論の
共通基盤が築きやすくなったのではないかと考
えられる。
他方で，ライセンス交渉に関する手引きや欧

州コミュニケーションは法的な拘束力を持つも
のではなく，当事者に交渉のためのガイドを与
えるものに過ぎない。ライセンス交渉に関する
手引きや欧州コミュニケーションは，これを参
照することで，当該事案における差止請求の可

否，適切なライセンス料を自動的に導くもので
はない。これらのツールは，当事者間の目線を
合わせるという意味では極めて有用であるが，
これに従うことで問題が解決できる内容となっ
ているわけではないことに留意する必要がある。

6．2　判定制度の新たな運用

特許庁は，判定制度を利用して標準必須性を
判断することについての運用のための指針を
「標準必須性に係る判断のための判定の利用の
手引き」10）（判定手引き）としてまとめ，2018年
４月１日より運用（本運用）を開始した（2019
年６月に改訂。）。ある特許が標準規格に必須で
あることがあらかじめ判定されていれば，交渉
の際の争点が減るため，交渉が円滑に進むこと
が期待できる。
本運用を利用するには，判定を請求する利益
が必要である。具体的には，当事者間のライセ
ンス交渉において特定の標準規格に基づき特定
の特許発明の標準必須性に関して争いとなって
いる場合には請求の利益があり，相手がいない
場合など，当事者間における特許発明の標準必
須性に関する争いがない場合には，判定を請求
する利益がないものとされている（判定手引き
５～６頁）。このように，紛争性が要件となっ
ているところに本運用の特徴があるが，かかる
要件によって使用できる場面が限定されること
は否めない。
本運用においては，標準規格文書の記載に基
づき，判定を求める特許発明の構成要件に対応
するように構成を具体的に特定した仮想イ号を
対象とする必要がある。このように，本運用に
おいて特許発明と対比されるのは具体的な製品
ではなく，標準規格文書を実施した場合に考え
られる仮想的な製品である（判定手引き６～10
頁）。
本運用が適用された例というのは2020年９月
末時点では存在しないとのことである。本運用
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は専門的な判断を安価に得ることができる制度
であり，本運用開始以前にも標準特許が関わる
例があったということであるから，本運用もや
り方次第ではうまく活用できる余地があると思
われる。しかしながら，現時点においては，標
準特許に関する問題について，本運用は機能し
ているとはいいがたい。

6．3　東京国際知的財産仲裁センター

2018年に標準必須特許の問題も含む国際的な
知的財産紛争を代替的紛争解決手段（ADR）
で解決するための機関である，東京国際知的財
産仲裁センターが設立された11）。
東京国際知的財産仲裁センターは知的財産権
を巡る国際的紛争の解決に最適化をした仲裁機
関であり，米国連邦巡回区控訴裁判所の前首席
判事のRader氏を始めとして，各国や地域を代
表する元知財判事を中心とした，仲裁委員や調
停委員候補者を有している。日本からは，元知
財高裁所長や元知財高裁判事が候補者として挙
がっている。
このような専門性に加え，当事者間で別途合
意がない限り，手続の正式な開始から一年以内
に事件を終結させることを宣言しており，早期
の紛争解決を志向している。また，仲裁委員の
決定について再審査の機会も与えられている。
特許事件を迅速かつ適切に処理するためには
仲裁人に相当の経験が要求されるが，東京国際
知的財産仲裁センターは設置から間もないもの
の，素晴らしい人的リソースを保有し，迅速か
つ適切な紛争処理が期待しうる機関であり，今
後の発展に期待をしたい。

7 ．	おわりに

本稿で述べた通り，動画画像圧縮技術の標準
特許に関するライセンスの分野における特許問
題は混沌としており，直ちにこの状況が解消さ
れるとは思われない状況にある。また，標準と

特許を巡る問題解決に向けた様々な取り組みが
なされているものの，いずれも問題を解決する
ための即効薬とはなるものではない。
したがって，動画画像圧縮技術の標準特許に
関わる企業は当面は神経を使って，この問題に
対処せざるを得ない。今後，関係企業間で相互
の認識の共有が進み，特許権者と実施者が相互
に利益を得られる形で問題が解決することを願
う次第である。
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